
３．各項目評価

大項目 評点 評点 学校関係者評価・意見概要・今後の課題

Ⅱ　教育課程 2.60

〇新カリキュラムに向けて現行カリキュラム全体を評
価し、定期的に会議をもち、教育課程編成を検討し
た。
〇教育課程を教育理念・目的・目標と一貫のある教
育内容となっているかを見直し、学習要項を新しく作
成した。
〇基礎分野・専門基礎分野・専門分野の考え方が明
確に記載されていないため、今後学習要項等に明記
する必要がある。
〇教員の指導体制の整備として各教員の専門性を発
揮し、高められるよう研修および学会参加等自己研
鑽できるようしている。今後も計画的に自己研鑽でき
るよう勤務等を調整する必要がある。
〇学生の看護実践体験の保証として、母体の実習病
院、実習施設においては臨地実習指導者会議や学
習会を定期的に開催し、学生の実習指導方法、実習
環境、感染予防対策、倫理的配慮についてなど、臨
地実習指導者と教員がタイムリーにディスカッションし
整えている。今後もこの本校の強みを活かして学生の
看護実践体験の保証に取り組んでいきたい。

2.60

〇令和4年度から新カリキュラムと
なるが、貴校では次年度の入学生
が最後の学生となる。
しかし、課題の一つ目に挙げられ
ているように、新カリキュラムを見
据えての検討を更に期待する。
〇自己評価について支持する。

Ⅰ　教育理念
目的・目標

2.50

〇令和元年度は平成30年度課題となった教育理念・
教育目の見直しを行った。また、これらの教育理念・
教育目的から、社会のニーズ等を踏まえた看護専門
職の育成を目指し、教職員でアドミッションポリシー、
ディプロマポリシーを検討し明記した。
〇教育理念・教育目的は保護者には入学時の保護
者会にて周知している。また、学生には各学年カリ
キュラムオリエンテーション等で説明している。さら
に、教育理念・教育目的、アドミッションポリシー、ディ
プロマポリシーを学生便覧、学習要項、看護学実習
要項に明記して、学生へは周知している。これらは、
ホームページで公表している。
〇教育目標の到達度は各学年毎に到達目標を設定
し、学年末に評価している。
〇教育理念・教育目的・教育目標における中期目標
を学年毎で設定しているが、学年制ではなく、単位制
であることも考慮し、今後どうすべきか検討する必要
がある。
　

令和元年度　自己評価および学校関係者評価

１．学校関係者評価　総評

自己評価に関しては、評価はおおむね適切である。令和元年度においては平成30年度の評価結果を踏まえ、よく検討
されている。
令和元年度においては、平成30年度と比較し、受験生が増え、国家試験も平成30年度の不合格者の2名も含め全員が
合格し、JCHO病院の就職率も80％確保した。これらのことは評価できる。
本校は令和6年3月に閉校となるため、令和3年度の入学生確保、閉校までの国家試験100％合格、さらにJCHO病院へ
の就職率80％以上を維持するための取り組みが重要となる。

２、自己評価　総評

令和元年度においては教育理念、教育目的、アドミッションポリシー、ディプロマポリシーを教務で十分検討し、理念か
ら一貫した学習を行うために平成30年度までの学習内容の評価を行い、学則の変更、学習要項、実習要項の見直しを
した。
平成30年度においては受験生の減少と国家試験の合格率（93.8％）が課題となったが、令和元年度においては、受験
者は60名と平成30年度より11名増えている。国家試験に関しても平成30年度の不合格者の2名も含め全員合格し、合
格率100％となった。
JCHO病院の就職率は令和元年度も80％を確保した。

2.50

〇昨年の評価結果を踏まえて見
直し等がされてよく検討されてい
たと思う。
〇自己評価について支持する。



Ⅳ　組織・管理
　　　運営

2.38

〇災害等の非常時の危機管理マニュアルとして学校
として作成しているものの危機のレベルに応じ教職
員、学生の行動が明確に明文化しているものはなく、
今後災害時に教職員、学生ともに安全に行動できる
ように整えていく必要がある。
〇財政基盤としては次年度の予算策定時、母体病院
との検討はなされておらず、財政基盤の根拠も示され
ていない。職員は自校の財政状況は会議にて周知し
ているが、財政の課題が明確になっていない。財政
基盤から予算を計画的に立てていく必要性がある。
〇施設設備の整備計画が立案されておらず、計画的
な購入にいたっていないので、今年度は計画的に購
入できるようにすることが課題である。
〇本校は令和6年3月に閉校が決まった。閉校までの
スケジュールを立て、最後まで学生たちに質の高い
教育が提供できるよう将来構想を明確にする必要が
ある。

2.38

〇組織・管理運営はしっかりとなさ
れていると思う。ただ、課題にも挙
げられている点は確かに充分機
能しているとはいいがたい。
〇4つ目の課題は学生や教職員
にとって最重要課題かと思う。しっ
かりとサポートできるよう頑張って
いただきたい。
〇自己評価について支持する。

Ⅲ　教授・学習
　　　評価過程

2.0

〇教育課程を全体に評価し、科目目標と学習内容を
見直した。学習内容に関しては社会のニーズを考
え、毎年検討していく必要がある。
〇授業の展開過程において授業案の検討会を開催
し、各教員個々の授業案に活かしている。
〇評価に関しては授業後の学生評価およびテストの
結果での評価を行っている。。
しかし、教員の自己評価および検討した内容を教育
課程編成や教育方法に活かすことが十分できていな
い。、外部講師とも連携し、評価内容を次への教育課
程に活かしていく必要がある。

2.0

〇看護現場で必要とされる知識や
スキルを活用・応用・統合して使い
こなす能力が最も的確に測れるの
は実習の場であると考える。その
ため、実習の進め方や評価方法
を具体的に臨床の場と共有できる
ように検討していくことを期待す
る。
〇3つ目の課題に対しては是非と
も取り組みを充実させていただき
たい。
〇自己評価について支持する。

Ⅵ　卒業・就
業・
　　進学

2.67

〇看護師国家試験の合格率は既卒性も含め100％で
あった。、HPで開示している。
〇JCHO病院への就職率を前年度80％確保した。今
年度に関しても卒業時の進路選択に対して個別に相
談に応じ、キャリアデザインを学生自身が描き、進路
を決定できるように関わる必要がある。また、母体病
院と連携して、JCHO 病院の魅力を伝え、就職率の
上昇を目指す。

2.67

〇先生方や附属施設の方々の勧
めなどにより、JCHO病院への就
職率も80％を確保できるように
なったが、閉校が決定しているた
め閉校迄の間就職率を下げずに
維持できるように期待する。
〇自己評価について支持する。

Ⅴ 入学 2.50

〇平成30年度は入学応募者が26名減少、受験者は
29名減少した。そのため、令和元年度はオープン
キャンパスの内容を充実させて、さらに回数を増やし
た。また、推薦入学試験は指定校推薦のみではなく、
公募推薦も取り入れた。さらに、指定校のみならず在
校生の卒業高校へも訪問し、その結果、令和元年度
応募者は67名、受験者は60名と平成30年度と比較
し、応募者は13名、受験者は11名増えている。
〇本校は令和6年3月閉校となり、次年度の入学生が
最後となるため、アドミッションポリシーも示し、広報活
動もさらに強化し、現在オンライン進路ガイダンス等
に参加をしている。入学生募集に向けてさらに活動し
ていく必要がある。

2.50

〇広報活動強化により、応募者受
験者ともに増加したことは評価で
きる。
〇昨年の定員割れが続かなかっ
たことに対しては学校側の取り組
みを評価する。しかし、次年度の
入学生が最後の学生になるという
ことから学生の確保は厳しい状況
下である。今年の取り組みに期待
する。
〇自己評価について支持する。

Ⅶ　地域社会
　貢献/国際交
流

2.50

〇ナイチンゲール生誕記念行事での献血活動や老
人保健施設や保育園など地域のボランティア活動を
行った。
〇兵庫県臨床実習指導者講習会への教員の講師派
遣等を行っている。
〇地域住民を対象にした学校祭の公開をしている。
今後、地域包括ケアの担い手として積極的に地域へ
開かれた学校を目指すために、公開講座等行ってい
く必要もある。

2.50

〇大学教育ではないので国際交
流のための体制は厳しいかと思
う。ただ、情報提供を学生に行うこ
とを期待する。
〇自己評価について支持する。



Ⅹ　その他

令和元年度自己評価・学校関係者評価

（０：当てはまらない　１：一部当てはまる　２：概ね当てはまる　３：十分当てはまる）

Ⅷ　教職員の
　　　育成

1.83

〇令和元年度は学会発表を3題行った。研究成果は
論文にしているが、全教員へ伝達講習等で共有がで
きていない。
〇年間の教員の研修計画は立案されているが、適時
必要な校内研修の実施が行われていない。また、年
間研究課題を設定して教務全体での取り組むことも
できていない。今後の課題になる。
〇職務規律は明文化されている。ハラスメントの研修
は令和元年度4名の教員が参加した。
〇教員全員が興味・関心のある研究に取り組むことが
できる職場風土や時間の確保等していく必要がある。

1.83

〇課題にも挙げられているように、
教職員全体での取り組みや各自
の研究成果の共有という面での対
策が必要かと思う。
〇自己評価について支持する。

Ⅸ　法令等の
　　遵守

3.0
〇平成31年度ハラスメント防止のガイドラインを作成
した。今年度より運用する。

2.0

〇ハラスメント防止のガイドライン
を学生に周知までにできていなけ
れば、評価は２が妥当ではない
か。
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